
柏崎あきんど協議会 空き店舗活用創業等支援事業 交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、中心商店街の空き店舗を解消するとともに、創業を支援することで中心商店街

のにぎわい創出を図るため、当該商店街の空き店舗で新規開店する者に対して、経費補助を毎年度

の予算の範囲内において交付することについて必要な事項を定めるものとする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、次に定めるところによる。 

⑴ 中心商店街とは、次のいずれかの商店街をいう。 

ア 柏崎市駅前商店街振興組合 

イ 柏崎駅仲商店街振興組合 

ウ 協同組合柏崎ニコニコ商店街 

エ 本町五丁目振興会 

オ 柏崎市本町六丁目商店街振興組合 

カ 柏崎市諏訪町商店街振興組合 

⑵ 空き店舗とは、商店街の街区内に所在する店舗物件であって、柏崎あきんど協議会が指定した

店舗をいう。 

⑶ 創業とは、全くの新規開業又は既存事業者でも新たに空き店舗を利用して新分野への展開をす

ることをいう。 

⑷ 新分野への展開とは、日本標準産業分類中分類以上の変更を行う者をいう。ただし、補助対象業

種以外の業種からの参入の場合、小分類以上の変更を行う者を含む。 

⑸ 移転とは、既存事業者が同じ業種のまま中心商店街に移転又は支店として開店し、商売を始め

るものをいう。ただし、中心商店街内の移転は、対象外とする。 

 

（補助対象者） 

第３条 補助対象者は、中心商店街の空き店舗で創業又は移転して開業する者とし、次の各号のいず

れにも該当するものとする。なお、開業後は所在する商店街振興組合及び柏崎商工会議所（以下「商

店街振興組合等」という。）に加入すること、また、柏崎市を納税地とすることを条件とする。 

  

 ⑴ 本店所在地、住所が市内であること。 

 ⑵ 開業する業種は、日本標準産業分類（平成２５年総務省告示第４０５号）に定める「卸売業、小

売業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」、「教育、学習支援業」、「医療、

福祉」及び「サービス業（他に分類されないもの）」であって、次に掲げるものを除く業種 

ア 「卸売業、小売業」のうち「卸売業」 

イ 「宿泊業、飲食サービス業」のうち「宿泊業」及び「飲食店」の中の「バー、キャバレー、ナ

イトクラブ」 

ウ サービス業（他に分類されないもの）のうち「政治・経済・文化団体」及び「宗教」 

エ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に

規定する業種 

  オ 公序良俗に反する事業又はサービス等の提供を行うもの 

 ⑶ 昼間営業（１２時から１３時までを含む１０時から１６時までの間）を３時間以上店舗での対

面営業するもの。 

 ⑷ 当該空き店舗を１年以上賃貸借すること。 

 ⑸ 警察当局から排除要請のある者ではないこと。 

 ⑹ 市税の滞納がないこと。市外に居住の者は、開店日までに柏崎市に転入すること。 

２ 補助対象者になり得るものは、事前に柏崎あきんど協議会事務局に出店計画について相談しなけ

ればならない。 

３ 第１項に掲げるもののほか、柏崎あきんど協議会会長（以下「会長」という。）が必要と認める業



種についても補助対象とする。 

４ 商店街振興組合等は、補助対象者が商店街振興組合等に未加入の場合、新たに商店街振興組合等

に加入したことを、商店街振興組合等加盟証明書（別記第１号様式）にて会長に証明するものとす

る。 

 

（補助対象施設） 

第４条 補助対象施設は、店舗及び診療所等とする。 

 

（補助対象期間） 

第５条 補助事業の対象期間は、開店後１年以内とする。 

 

（補助対象経費、補助率又は額及び補助限度額） 

第６条 補助対象経費、補助率又は額及び対象期間補助限度額は、別表①のとおりとする。ただし、国、

地方公共団体その他の公共団体からこの要綱に規定する補助金と同様の補助金等の交付を受けてい

る場合、その該当する補助対象経費については対象外とする。 

２ 当該年度においては、１月末までの支払分を補助対象経費とする。 

３ 当事業の消費税の本則課税事業者は税抜額、２割特例、免税事業者及び簡易課税事業者は税込額

を補助対象経費とする。 

 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付申請をしようとする者は、店舗開店の日から３０日以内に、空き店舗・活用創業

等支援事業補助金交付申請書（別記第２号様式）に次に掲げる書類を添付して会長に提出しなけれ

ばならない。 

⑴  開業計画書 

⑵ 店舗位置図（見取図） 

⑶ 賃貸借契約書の写し 

⑷ 補助対象経費に係る支出を確認できる書類の写し（見積書、工事請負契約書、請求書、領収書等） 

⑸ 新規創業の場合、営業を確認できる書類の写し（個人事業開業届出書又は登記簿謄本） 

⑹ 既存事業者が新分野へ展開する場合、既存事業の内容を確認できる書類 

⑺ 許認可を必要とする業種の場合、その許可証の写し 

⑻ 市税の滞納がないことが確認できる書類の写し 

⑼ その他会長が必要と認める書類 

 

（暴力団の排除） 

第８条 次の各号のいずれかに該当する者は、当該補助金の交付の申請をすることができない。 

⑴ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

⑵ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員 

をいう。以下同じ。） 

⑶ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、

暴力団又は暴力団員を利用している者 

⑷ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど暴力団の維持、運営に

協力し、又は関与している者 

⑸ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

⑹ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

 

（空き店舗の所有者等及び既補助金交付者） 

第９条 次の各号のいずれかに該当する者は、当該補助金の交付の申請をすることができない。 

⑵  空き店舗の所有者である個人又は法人の代表者の３親等以内の親族に該当する者 



⑶  既に当該補助金の交付を受けている者 

 

（補助金の交付決定等） 

第１０条 会長は、補助金の交付申請があった場合、審査会を開催し適当と認めたときは、空き店舗・

活用創業等支援事業補助金交付決定通知書（別記第３号様式）により通知するものとする。この場合

において、交付予定額は、予算総額及び別表に定める範囲内で、決定するものとする。 

 なお、柏崎市が定める特定創業支援事業を修了し、特定創業支援機関による証明書を提出すること

で、審査会での審査を免除することができる。 

２ 前項の規定による審査の結果、交付しないと決定したときは、空き店舗・活用創業等支援事業補助

金不交付決定通知書（別記第４号様式）により通知するものとする。 

 

（申請内容の変更等） 

第１１条 前条第１項の規定により交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）が、交付申

請の際に記載した内容又は添付書類を変更しようとするときは、空き店舗活用創業等支援事業補助

金事業変更承認申請書（別記第５号様式）に必要な書類を添えて速やかに会長へ提出しなければな

らない。 

２ 活動の内容の変更を伴わない軽微な変更による金額の変更は、実績報告時に報告するものとする。 

３ 会長は、第１項の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、空き店舗活用創業等支援事

業補助金変更交付決定通知書（別記第６号様式）により補助事業者に通知するものとする。 

４ 補助事業者が、当該申請に係る補助対象行為を中止又は廃止しようとするときは、空き店舗活用

創業等支援事業補助金中止（廃止）届出書（別記第７号様式）を会長に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、補助期間終了月の翌月１０日あるいは、２月１０日のどちらか早い日（休業

日の場合は、前営業日）までに、空き店舗活用創業等支援事業実績報告書（別記第８号様式）（以下

「実績報告書」という。）にて当該年度の実績を会長に報告しなければならない。 

 

（補助金の確定と交付） 

第１３条 会長は、前条の実績報告書の提出に対し、必要な検査を行い、適当と認めた場合、交付すべ

き補助金額を確定し、空き店舗活用創業等支援事業補助金確定通知書（別記第９号様式）により、補

助事業者に通知するものとする。 

２ 補助金は、前条の実績報告書を受理した日から３０日以内に交付する。 

 

（決定の取消し） 

第１４条 会長は、補助事業者が補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したときは、

補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

２ 補助事業者が第８条のいずれかに該当することが判明したときは、直ちに補助金の交付の決定の

全部を取り消すものとする。 

 

（補助金の返還） 

第１５条 会長は、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合において、当該取消しに係

る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

２ 会長は、やむを得ない事情があると認めるときは、前項に定める返還金の全部又は一部を免除す

ることができる。 

 

（事業経過の確認） 

第１６条 補助金の交付を受けた者は、事業経過確認のため、開店後３年間各年の決算書の写しを会

長に提出しなければならない。 

 



（その他） 

第１７条 本事業の補助金の交付を受け、別表①の創業①に該当するものは、同店舗で３年間事業を

継続した際に、別表②の補助金を申請することができる。 

 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、会長が別に定める。 

 

別表①（第６条関係） 

 区分 補助対象経費 補助率又は額 補助限度額 

創 

業 

※
１ 

創
業
① 

開業時に掛かる改装費（什器
じゅうき

、備品）及び広告宣伝費 １／２ ３０万円 

家賃 １／２ ２０万円 

※
２ 

第
二
創
業
② 

開業時に掛かる改装費（什器
じゅうき

、備品）及び広告宣伝費 １／２ ２０万円 

家賃 １／２ １０万円 

※
３ 

第
二
創
業
③ 

開業時に掛かる改装費（什器
じゅうき

、備品）及び広告宣伝費 １／２ １５万円 

移転・支店

の開設 

 ※４ 

開業時に掛かる改装費（什器
じゅうき

、備品）及び広告宣伝費 １／２ １５万円 

※１ 全くの新規開業を行う者 

※２ 対象区域外からの移転を伴う新分野への事業展開を行う者。対象区域内の店舗を残しつ

つ、他の空き店舗を活用して新分野への事業展開を行う者 

※３ 対象区域内の店舗を閉鎖し、他の空き店舗を活用して新分野への事業展開を行う者 

※４ 既存事業者が同じ業種のまま、中心商店街以外から中心商店街に移転又は支店として商売

を始める者 

 

（附  則） 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

平成２５年 ６月 ５日一部改定 

平成２７年 ６月１７日一部改定 

平成２８年 ６月 ９日一部改定 

平成２９年 ６月 ９日一部改定 

平成３０年 ７月１１日一部改定 

令和 ２年 ６月２３日一部改定 

令和 ３年 ５月１１日一部改定 

令和 ６年 ５月１５日一部改定 

令和 ７年 ５月１５日一部改定 

 


